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原　告　山田稔他１４名

被　告　独）農業・生物系特定産業技術研究機構

　　　　　　　　　　　　　原　告　準　備　書　面（３）

２００６年２月２７日

新潟地方裁判所高田支部　御中

　　　　　　　　　　　　　原告訴訟代理人

弁護士　　安　藤　　雅　樹

同　　　　神　山　　美智子

同　　　　柏　木　　利　博

同　　　　光　前　　幸　一

同　　　　近　藤　　卓　史

同　　　　竹　澤　　克　己

同　　　　馬　場　　秀　幸

同　　　　柳　原　　敏　夫

同　　　　若　槻　　良　宏

同　　　　冨　山　　喜久雄
第１　被告準備書面１に記載された三点の求釈明事項について、以下のとおり回答する。

１　釈明事項１、２について（本実験場より本件ＧＭイネ花粉が飛散し他のイネと交雑したということや、本ＧＭイネを起源とするディフェンシン耐性菌が出現したということを実証できるのか）。

1 もともと本ＧＭイネによりディフェンシン耐性菌が出現したかどうかを検証する証拠を一手に握っているのはほかならぬ被告のみであり（証拠の偏在）、なおかつ被告にはもともとそうしたGM作物の実験の安全性に関する説明責任がある。よって、被告らが、交雑と耐性菌発生の事実を綿密に調査し、その結果を適正に開示しない限り、原告らがそのような事実を立証することは事実上不可能であり、また立証する必要もないと考えている。

2 差し止め訴訟は、法律上保護された利益が侵害される具体的な危険があり、しかも、その侵害により回復困難な損害が発生する可能性があるとき、その危害の発生を未然に防止することを目的として提起されるものである。このような、危害の未然防止を求める裁判に、危害が既に発生していることの実証を求めるのはナンセンスであり、裁判そのものの意味を失わせることとなる。現実に、差し止め訴訟の多くの裁判例は、「危害発生の具体的危険」を理由に、差し止めを認めている。

3 訴状や原告準備書面(1)、(2)で既に述べているとおり、カルタヘナ法や生物多様性国家戦略は、生物多様性に対する「予防原則」や「予防的順応的態度」の重要性を宣言している。その趣旨をありていに言えば、人間は生物や生態系のすべてを理解しているわけではないから、常に、謙虚に、慎重に行動しろということである。

　このような、予防的順応的態度について、例えば、微生物の生態を専門に研究し、「遺伝子操作生物の天然への放出」というシンポジウムの開催にもかかわった東京大学海洋研究所教授の木暮一啓氏は、以下のような傾聴すべき意見を述べている（甲１８号証１３頁）、

「抗生物質はもともと天然にあったものであり、それへの耐性遺伝子も天然に存在していました。どのような場でどのように（天然の）抗生物質が作られ、それがどのような機能を果たしているかについてはまだ研究手法上の制約から十分に明らかにされていませんが、両者はおそらく10億年以上にわたって協調的な関係にあったはずです。今、抗生物質が効かない病原菌が爆発的に増え、多くの問題を引き起こしているのは、人頬が抗生物質を多量に使用することによってその協調関係を壊し、耐性遺伝子の量を爆発的に増加させ、さらに種間での遺伝子伝播の頻度を飛躍的に高めたためです。しかし、抗生物質が使われ始めた頃には耐性のメカニズムやその耐性遺伝子の構造、さらに伝播機構などについては殆ど何も知見がなく、今の状態を予言する科学者はいなかったでしょう。 

ところで、本野外実験でも、ディフェンシンを恒常的に発現するイネの茎や葉の上は、その耐性菌の選択的な出現と増加の場になることが容易に想像され ます。それが長期、かつ広範囲にわたった際に何が生じるかについては判断材 料すらありません。従って、本ＧＭイネの実験計画の遂行に先立ち、本ＧＭイネ表面における耐性菌の一般的出現頻度、個々の病原菌ついての出現頻度、それらの耐性遺伝子の伝播速度と伝播メカニズムの解明を行うことが不可欠と考 えます。無論それらは債務者（被告）が果たすべきことです。それらの検討なしに今回 の実験計画を進めた場合、抗生物質の利用で人類がこれまでに経験してきた重  大な過ちに関して全く無知あるいはそこから全く何も学んでいないと言われても仕方ないことです。 

さらに地球上の生物には無菌状態はありえず、私は高木氏の指摘のように、ほぼあらゆる生物には、その生物と何らかの“協調的”な関係にある微生物が 存在しているものと考えております。例えば我々の腸内に生息する細菌群がその例です。抗生物質を服用するとその菌相が変わり、本来の消化活動が妨げられて我々は調子が悪くなります。私はイネの専門家ではありませんが、例えば イネの生育にとって何らかの好適な条件を供給する微生物が根圏やその表面にいることが予想されます。そうした微生物の駆逐がどのような結果をもたらすかについてどの程度の検討が行われたのかも危倶するところです。単に抗菌物質を生産させれば病原菌の発症を抑えられ、かつ高い収率が得られることを期待するのは、こうした微妙な生物相互の協調関係を無視した極めて単純な発想に他なりません。」
④　そこで、原告らは、本実験には謙虚さや慎重さにかけることを具体的に指摘し交雑や耐性菌発生の危険を指摘しているのであるから、それゆえ、GM作物の実験を実施する側の被告らは、本野外実験が謙虚かつ慎重なもので、交雑や耐性菌の発生の危険がないこと（原告の指摘が誤りであること）を自ら積極的かつ具体的に主張し、立証しなければならない。そのような主張、立証ができなければ、カルタヘナ法により、被告の本野外実験の続行は認められないはずである。

　　　　　本件の争点は、交雑や耐性菌発生の事実ではなく、あくまでも、具体的危険性の有無であり、予防原則にのっとった危険回避のあるべき姿の選択である。

２　釈明事項３について（釈明事項１、２の実証がないとき、原告らの請求はどのような客観的・具体的根拠に基づく請求なのか）

1 差し止め請求の根拠は、上記のとおりである。被告が交雑や耐性菌発生の現実的危険のある本実験を強行することにより、原告らは、今後、生態系の破壊により被害を受ける可能性、健康被害を受ける可能性、及びコメの販売利益の減少という経済的損害の可能性が客観的、具体的に存在しているのであり、しかも交雑や耐性菌は、昨今の、アジアから欧州に拡大した鳥インフルエンザの生物災害の事例を見るまでもなく、瞬く間に伝播、拡大し、これらの被害回復は事実上不可能となる。原告らは、このような被害発生を防止するため、人格権に基づき、被害発生の未然防止を求めている。

2 損害賠償請求の根拠は、民法７０９条である。

被告が交雑や耐性菌発生の現実的危険のある本実験を強行することにより、原告らには、今後、生態系の破壊により被害を受ける可能性、健康被害を受ける可能性、及びコメの販売利益の減少という経済的損害の可能性が客観的、具体的に存在しているのであり、これにより多大な精神的苦痛を受けている。この苦痛は容易に慰謝されるものではないが、民法７０９条に基づき、とりあえず、最低限の金銭賠償を求めている。

　　　　　

　第２　被告に対する求釈明

　　　　前回２月２２日の準備手続でも取り上げた通り、原告らは、大別して次の２つの観点から以下の求釈明を行なう。

　　　　ひとつは、被告はもともとGM作物の実験の安全性に関する説明責任があり、この点から、昨年の本野外実験に関する回答を求める。

　　　　もうひとつは、既に原告らは、原告準備書面(1)及び(2)で本件の争点と考えられる事項を提示したが、このうち、ディフェンシン耐性菌の出現の可能性という最大の論点につき、被告は、昨年の本野外実験に関する仮処分事件（以下、本仮処分手続という）の抗告審に至り、これを根本から否定する２つの新主張をするに至った（「ディフェンシン耐性菌問題は、すでに論じたとおり、発生可能性がないことが科学的に公知であった」（被告準備書面(5)９頁第６、２）。しかるに、これら２つの論点は以下に述べる通り、原告にとってすこぶる根拠不明、意味不明なものであり、被告が本訴においても、これらの論点を真剣に維持する積りならば、原告の以下の質問に対する被告の明確な回答を求める。

　　１　昨年の本野外実験について

(一)、昨年のGMイネの野外実験について、ディフェンシン耐性菌の出現があったかどうかの調査の有無とその内容

この点、２月22日の準備手続において、原告からの上記質問に対し、被告は「ディフェンシン耐性菌の問題は本実験の目的ではなく、よって、今はそれ以上のことは言えない」旨回答したが、これでは全く回答になっていない。

なぜなら、そもそもディフェンシン耐性菌の問題は本実験の安全性の根幹に関わる最重要の問題であり、この点は、被告が、本仮処分手続で証拠として提出した「第2期科学技術基本計画」中でも、

《２１世紀を中長期的に見れば、生命科学の発展に伴って生ずる人間の尊厳に関わる生命倫理の問題、遺伝子組換食品の安全性や、情報格差、さらに環境問題等、科学技術が人間と社会に与える影響はますます広く深くなることが予想される。こうした状況に先見性をもって対応するために、科学技術が社会に与える影響を解析、評価し、対応していく新しい科学技術の領域を拓いていく必要がある。このためには、自然科学のみならず人文・社会科学を総合した人類の英知が求められることを認識すべきである。》（疎乙11。疎甲50）

とうたわれ、同じく、被告が証拠として提出したバイオテクノロジー戦略大綱中でも、

《【食料分野（よりよく食べる）】

① 消費者の健康を最優先に、食品安全委員会（仮称）を設立する等食品の安全に関する組織の大幅な拡充を図るなど、食品の安全対策を大幅に強化します。》（疎甲12。疎甲51。甲10）

《【環境・エネルギー分野（よりよく暮らす）】

1 遺伝子改変生物の生物多様性の保全や環境への悪影響を防止します。》（同上）

とうたわれており、つまり、どのような目的の実験であろうとも、遺伝子組換え作物の実験が、「消費者の健康を最優先に」「生物多様性の保全や環境への悪影響を防止」を当然の前提としていることは言うまでもない。

　だからこそ、本仮処分手続の一審決定でも、裁判所は、被告に対して、次のような責務を課したのである。

《前記指摘した点や栽培実験指針の趣旨・目的等にかんがみると、債務者としては、今後、本件野外実験を含む本件実験計画を遂行するに当たっては、国民のなかには、いまだ遺伝子組換えに対する根強い反対や拒否反応を示す人が多くいるということにつき十分配慮した上で適切な対応をすることが要請されているものというべく、また、今回のGM作物が、家畜等の飼料や草花等とは異なり、我々が日常口にする主食のコメであることもあって、消費者における抵抗感が一層強く一なっているという事実を謙虚に受け止める必要がある。さらに、コシヒカリという全国的にも有名なブランド米を産出している土地柄等からすると、風評被害が起こり易く、いったん風評被害が発生すると、米作農家等にとっては大打撃を受けることは想像に難くない。したがって、GM技術が必ずしも万全のものではなく、将来予測できない不幸な事態が発生する危険があると危惧する周辺農家や一般消費者に対し、研究・開発の担当者である債務者には、これまで以上に本件GMイネの開発計画の内容や問題点等について、正確で分かり易い説明をし、その理解を得られるよう引き続き努力することはもちろん、上記開発計画を遂行する過程で得られた情報や実験結果等(特に、本件で問題とされた本件GMイネの原告山田ら周辺農家のイネに対する交雑の可能性、本件の隔離圃場内におけるディフェンシン耐性菌の発生状況と伝播の有無等)に関しては、今後とも生産者や消費者に的確に情報提供したり説明をすることにより、本件GMイネに対する不安感や不信感等を払拭するよう努めていく責任があり、仮にも、上記の情報公開等が円滑に行われず、いたずらに生産者や消費者の不安感等を助長するような事態を招き、その結果、農業等行う上で具体的な損害ないし支障が生ずるような状況に立ち至ったときには、本件野外実験の差止めを求められてもやむを得ないものというべきである。》（23～24頁）

そこで、原告は、改めて、被告に対して、次の質問に回答するよう求める。

(1)、昨年の本GMイネの野外実験について、ディフェンシン耐性菌の出現があったかどうかの調査を行なったか否か。

(2)、もし行なっていないから、なぜ、そのような生態系の破壊、消費者の健康被害の危険性といった重大な問題について調査を行なわないのか、その理由を明らかにされたい。

(3)、もし行なったのなら、その調査の方法及びその結果を、証拠を示しながら、具体的に明らかにされたい。

(二)、昨年のGMイネの野外実験について、被告の北陸研究センターの敷地内及び近隣農家のイネとの自然交雑があったかどうかの調査の有無とその内容

前記の仮処分手続の一審決定でも指摘されている通り、周辺農家のイネに対する交雑の可能性についての情報提供は極めて重要な問題であるので、同じく、原告は、被告に対して、次の質問に回答するよう求める。

(1)、被告の北陸研究センターの敷地内のイネと自然交雑があったかどうかの調査の結果が、被告ホームページで公開されているが、改めて、その調査の方法及びその結果を、証拠を示しながら、具体的に明らかにされたい。

(2)、昨年の本GMイネの野外実験について、実験場の近隣農家のイネと自然交雑があったかどうかの調査を行なったか否か。

(3)、もし行なっていないから、なぜ、そのような重大な問題について調査を行なわないのか、その理由を明らかにされたい。

(4)、もし行なったのなら、その調査の方法及びその結果を、証拠を示しながら、具体的に明らかにされたい。

２　ディフェンシン耐性菌の出現の可能性を根本から否定する被告の主張について

　(一)、本ＧＭイネの特質について。

1 原告らは、「本ＧＭイネは、導入されたディフェンシン遺伝子により、常時、多量のカラシナディフェンシンを産生する。カラシナを始めとする植物のディフェンシン遺伝子は、細胞内に細菌が進入したことを感知したときディフェンシンが産生させるのに対し、本ＧＭイネは、細菌感染の有無にかかわらず、常時、ディフェンシンを産生するという点でこれまでの植物とは全く異るもの」と認識している（原告準備書面(2)別紙一覧表１頁(1)－１）。

この認識は、誤りであると被告は主張する積りか。
　　　

2 原告のこの認識は、遺伝情報解読機構の研究等を専門分野とする学者や、生物機能工学等を専門とする学者の以下のような指摘に基づいてる。
「第一種使用規程承認申請書の１２頁の「（６）宿主又は宿主の属する分類学上の種との相違」において、「導入遺伝子を協力に発現させるために、イネ由来の新規プロモーターを連結している」と記載し、本イネがディフェンシンを大量に生産するように加工してあることを本ＧＭイネの特長としています」（甲２０号証２頁）

「ディフェンシン遺伝子は、通常病原菌に感染したときだけ発現して（誘導的発現）、抗菌性ペプチドを分泌しているのに対し、今回の北陸研究センターの第一種使用規程承認申請書の１１頁（４）ニの「ＤＥＦ断片をプルーブとしてノーザン解析を行った結果、供試した全ての組換え個体において、茎及び葉特異的にＤＥＦに由来するＲＮＡバンドが検出された」という記載によれば、今回のカラシナ由来のディフェンシン遺伝子導入イネの場合、使用したプロモーターの性質によって、カラシナ由来のディフェンシン遺伝子はいもち病などの病原菌のあるなしにかかわらず常時発現して（構成的発現）、抗菌性ペプチドを分泌していることが分かります。即ち、不必要な環境下でも毒物を散布することになります。この重要な違いを考えた時、カラシナ由来のディフェンシン遺伝子も抗生物質の乱用による耐性菌出現の場合と同様、耐性菌が出現する可能性が高いといえます。」（甲１７号証４頁）

　　　

　もし被告が、原告のこの認識を誤りであると主張するのであれば、原告の上述の根拠に対して、具体的な反論を明らかにされたい（ちなみに、この点、昨年の仮処分事件では被告は一度も自説の根拠を明らかにしていない）。

　　　

(二)、原告準備書面(1)添付の別紙３の黒田報告書（以下、黒田報告書という）の内容の確認について（原告準備書面(2)別紙一覧表２頁(1)－２－２）
　被告は、本仮処分手続の抗告審において、初めて、「そもそもディフェンシンはイネの外部に出る可能性がない」と主張するに至ったが、黒田報告書はその新主張の根拠となった極めて重要な証拠である。それゆえ、原告しても、この黒田報告書を徹底して反論しておきたいと考えるが、残念ながら、この黒田報告書の１頁下から４行目から２頁６行目までのくだりには専門家が読んでもどうしても理解できない趣旨不明な点があるので、原告の正式な反論のためにも、被告よりその点を明らかにしてもらいたい。

すなわち、このくだりで、黒田報告書のロジックは次のようになっている。

(1)、植物細胞は隣接の細胞との間に細い通路（プラスモデスム）でつながっている。

(2)、このプラスモデスムの直径は20～40ナノメーターと細く、そこを自由に通過できる物質の大きさは分子量800以下のものであり、よって、分子量5、700のカラシナディフェンシンは大きすぎて、プラスモデスムを通過できない。

(3)、したがって、カラシナディフェンシンは細胞外および植物体外への分泌は考えられない。

しかし、植物生理学のイロハに属することであるが、

(ア)、もともと、このプラスモデスムは、植物細胞同士をつなぐ通路であって、仮にカラシナディフェンシンがこの通路を通過できたとしても、単に別の細胞（膜）内に移動するだけである。

(イ)、したがって、カラシナディフェンシンがプラスモデスムを通過できるか否かによって、カラシナディフェンシンは細胞外および植物体外に出るか否かの結論が導かれるものではない。

その上、当の黒田報告書自身は1頁10行目においては、

《ディフェンシンは細胞（膜）外に分泌されます》

と、２頁６行目の記述と正反対の、原告からみて正しい認識を表明している。

それゆえ、原告は、被告に対して、次の質問に回答するよう求める。

(1)、黒田報告書は、以上のくだりで、いったい何のために、カラシナディフェンシンがプラスモデスムを通過できるか否かの議論をされているのか、その点を明らかにされたい。

(2)、黒田報告書は、一方で、

《ディフェンシンは細胞（膜）外に分泌されます》（1頁10行目）

と述べ、他方で、

《（ディフェンシンは）細胞外および植物体外への分泌は考えられません》（２頁６行目）

と同一書面中に正反対の見解を述べているとしか思えないが、この点をどう理解したらいいのか、明らかにされたい。

(三)　黒田報告書２頁に記載された実験方法について（原告準備書面(2)別紙一覧表３頁(1)－２－４）
(1) 第１実験において、何故、わざわざ摂氏１０度の超純水を使用したのか？明らかにされたい。
　なぜなら、生物機能工学等を専門とする学者は、本野外実験で使用する水田には、Ca2＋　Ｍg2＋ Ｎa＋ Ｋ＋　など、マイナス荷電を中和するイオンが十分に存在していることから、このマイナスイオンで細胞壁の荷電が中和され、細胞壁に結合したディフェンシンは容易に解離し、水田に溶出する可能性が高いことを警告している（甲２０号証３頁）。その上、溶出が問題となる時期は夏である。

　しかるに、摂氏１０度の超純水は夏の水田中の水とは著しく水質、水温を異にする。

　水田中へのディフェンシン溶出実験に、摂氏１０度の超純水を使用したのでは、実験としての意味をなさないとしか言いようがないからである。

(2) 　第１実験、第２実験のいずれにおいても、濾過水をそのまま使用せず、何故わざわざ一度濃縮し、さらに稀釈したものを使用したのか？明らかにされたい。
　なぜなら、生物機能工学等を専門とする学者は、濾過水をそのまま使用せず、濃縮・稀釈したものを「濃縮なしの濾過水」として使用した理由が理解できないとしているからである（甲２０号証５頁）。

(3) 第１実験、第２実験のいずれにおいても、ポジティブコントロール実験は行われていないのか？　行われているとすればその結果を、また、行われていないのであれば、何故、行わなかったのか明らかにされたい。

なぜなら、生物機能工学等を専門とする学者によれば、こうした実験の有効性を主張するためには、ポジティブコントロール実験（仮に本ＧＭイネからディフェンシンが溶出していれば、この実験により、必ずディフェンシン反応が認められるという実験と、どの濃度で反応が見られるのかという定量下限の明示）をするのが常識であり、ディフェンシンが検出されなかったという結果だけを示されても、途中の操作でディフェンシンが壊れたり吸着されたりして検出されなかったのではないかという疑念を持たせるだけである指摘しているからである（甲２０号証５頁）。

以　上
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